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された。中国からミャンマーへの経済協力は、1997 年から 2006 年の間に累計で、贈

















中国ミャンマー国境（2010 年 5 月筆者撮影） 









マーの経済規模は中国の 1.6％から 1.4％に低下した程度である 3。しかしながら、も
しも今、ミャンマーの国土を南西から北東へと貫くパイプライン建設事業が実現可能
かと問われれば、まず不可能だと誰もが答えるだろう。ミャンマーの内政と同国をと





指した。独裁と制裁が 1990 年代、2000 年代のミャンマー・中国関係の前提条件だっ
たといえる。 
 この前提条件を崩したのはミャンマー政府である。2011 年 3 月の民政移管によっ
て新憲法が施行されて、国家権力が分散した。かつてのように独裁的な権限を持つ人
物はいなくなり、国家元首である大統領といえども意思決定には議会や国軍司令官と




































 2016 年 3 月にアウンサンスーチーを実質的な国家元首とする政権が誕生した 5。彼
女は、最初の外遊先に中国を選び、2017 年 5 月には「一帯一路」国際協力サミットフ




























治経済的な影響を強く受けている。UWSA が主導して KIO など 6 つの組織とともに
結成した the Federal Political Negotiation Consultative Committee は、政府が目指す全国
停戦協定（NCA）のための和平交渉に必ずしも協力的ではない。それでも、アウンサ



















 2017 年 8 月 25 日、ミャンマーの西部にあるヤカイン州北部で 30 以上の国軍、警察
施設が全ロヒンギャ救世軍（ARSA）の構成員とされる集団によって襲撃された。即
































きく 3 つである。 
第 1 に、ミャンマー政府にはかつてよりずっと多様な外交的オプションがある。日
本や韓国、ASEAN 諸国といった、必ずしも中国とは利益を共有しない非欧米諸国が
























したかたちである。同提案にミャンマー政府は合意し、2018 年 9 月には MCEC 開発















社（Yangon Public Bus Company）が中国から購入している 12。今年に入っても、ヤン
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